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当組合のあゆみ（沿革）

■昭和２６年１２月１７日／理美容業者組合員の金融面の相互扶助

を目的として、協栄信用組合を設立

■昭和２８年７月／扇橋支店開設

■昭和３８年１２月／住吉支店開設

■昭和５１年３月／本部機構を日本橋の本店営業部から扇橋支

店に移転

■昭和５２年１２月／西成支店開設

■昭和５９年６月／大阪協栄信用組合に改称

■平成１３年６月／城東支店開設

■平成１４年１０月／西成支店移転

■平成１６年１０月／本店営業部仮店舗に移転

■平成１７年２月／住吉支店移転

■平成１７年１０月／新大阪支店開設

■平成１８年７月／豊中支店開設

ごあいさつ

　みなさまには、日頃より格別

のご愛顧お引き立てを賜わり、

心から御礼申し上げます。

　このたび、当組合の現況（平

成17年度第55期）をまとめまし

たので、ご理解を深めていただ

くための資料として、ご高覧賜

わりたいと存じます。

　大阪協栄信用組合は、地域の

みなさまに本当にお役に立てる

金融機関をめざし、これまで以

上に経営の健全性と基盤強化に

努めてまいりますので、一層の

ご支援とご指導のほど、心から

お願い申し上げます。

事業方針

　信組経営の精神に則って、そのルールに沿い経営基盤の強

化と効率化による健全経営をすすめます。

　（１）安定した収益・経営基盤の確立

　（２）経営の健全性の確保

　（３）能力、職務・職責および成果に応じた処遇の実現と

次代を担う人材の育成・確保

　（４）総合的なリスク管理体制の構築

　（５）新アクションプログラムに基づく取組み

経営理念

　地域におけるリテール金融機関としての自覚をもち、大手

金融機関がやれないスキマ金融に特化することによって中小

企業の経済的地位向上に貢献するなど、地域社会の潤滑油と

しての役割を果たします。

事業の組織

（平成１８年６月３０日現在）

大阪協栄信用組合

理事長　松　本　精　二
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（単位：人）組合員の推移

平成１７年度末平成１６年度末区 分

１６，９２７１４，４７３個 人

１，４９４１，３４１法 人

１８，４２１１５，８１４合 計

役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）

松 本 精 二／理 事 長

船 曳 真 吾／常務理事神 崎 正 人／常務理事

中 南 文 孝／理 事谷 村 寿 幸／理 事

藤 井 勝 司／理 事井 手 一 仁／理 事

坂 番 健 三／監 事

福 田 健 次／員外監事藤 田 善 嗣／員外監事

（平成１８年６月３０日現在）



　平成１７年のわが国経済は、企業収益の改善と設備投資の増

加、個人消費の緩やかな増加および雇用情勢に改善の兆しが

見えるなど、景気の踊り場を脱したとの見方が広がりました。

今年度においても、企業部門の好調さが家計にも波及し、引

き続き緩やかな回復が持続するものと思われます。

　しかしながら、当組合の主要取引層であります中小零細企

業では、まだまだ厳しい状況が続いており、特に不動産業界

におきましては、大阪市内中心部など一部の地域で不動産価

格が高騰し、ミニバブル化の様相を呈しております。

　金融面におきましては、３月に日銀の量的金融緩和政策が

解除され、短期金利はゼロ金利政策が継続されているものの、

長期金利は上昇の傾向にあり、金融機関の預金金利も上げ幅

は少ないものの相次いで引き上げられました。

　このような環境下、当組合は平成１７年１０月、６番目の店舗

となる新大阪支店を開設し、大阪北部地域のみなさまの利便

性向上を図るとともに、徹底した合理化・効率化、そして中

小企業向け融資と魅力ある定期預金金利による個人預金の吸

収に特化し、次のような業績を挙げることができました。

　預金・積金の期末残高は、１，９４１億円と前年比３２５億円の増

加、伸び率にして２０％となり、定期預金に占める１０百万円以

下の定期預金についても９２％を維持することができました。

　貸出金の期末残高は、昨年度と同様に中小企業の資金需要

に対して積極的にお応えし、また新たに開設した新大阪支店

が寄与し、１，３８５億円と前年比３０６億円の増加、２８％の大幅な伸

び率となりました。

　収益面におきましては、貸出金の積極的な運用と高水準の

預貸金利鞘が継続して確保された結果、業務純益は３，３０２百

万円、前年度比１，１０３百万円の大幅な増加を図ることができ

ました。また、必要な不良債権の処理を実施致しました結果、

当期純利益は１，９６０百万円、前期比１，６１９百万円と大幅な増加

となりました。

　当期の業務純益が前年比５０％増と大幅な増益となり、不良

債権の処理にも目処がつきましたことにより、出資金に対す

る配当は、年１．０％から１．２％へと０．２ポイント増配させてい

ただくことになりました。

　金融機関の健全性の指標である自己資本比率は７．３６％とな

り、前年度比０．４７ポイントの改善、金融再生法に基づく不良

債権比率は１．４１％、前年度比△２．５３ポイントと大幅な改善を

見ることができました。

　引き続き経営体力の強化を図りながら、平成１８年７月には

７番目の店舗として豊中支店を開設し、より一層地域社会の

中でお役に立つ金融機関として貢献すべく役職員一同努力す

る所存でございますので、組合員各位におかれましては倍旧

のご支援、ご鞭撻のほどよろしくお願い申し上げます。

平成１７年度　経営環境・事業概況
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総代会について

■総代会の仕組みと機能

　信用組合は、組合員同士の相互扶助の精神を基本理念とし

た協同組織金融機関です。

　この協同組織金融機関である信用組合の最高意思決定機関

は「総会」です。しかし、当組合では、組合員数が多いこと

から組合員全員による総会に代えて総代会制度を採用してい

ます。

　この総代会は、決算や役員の選任等の重要事項を決議する

当組合の最高意思決定機関であり、組合員全員の意見を適正

に反映できるよう、組合員の中から選出された「総代」によ

り運営されています。

■総代の任期

　総代の任期は３年です。

■総代の定数

　総代の定数は１００名以上１２０名以内です。

■総代の選出方法

　総代は、組合員の代表として、組合員の総意を経営に反映

する重要な役割を担っています。その代表の選出は、当組合

の「総代選挙規約」に基づき行っております。

■第５５期通常総代会

�報告事項

　第５５期貸借対照表、損益計算書、及び附属明細書報告の件

�決議事項

第１号議案　第５５期事業報告書承認を求める件
　

第２号議案　第５５期剰余金処分案承認を求める件
　

第３号議案　平成１８年度事業計画及び収支予算案承認を求め

る件
　

第４号議案　定款の一部変更を求める件
　

第５号議案　役員選挙規約の一部変更を求める件
　

第６号議案　組合員の除名を求める件
　

第７号議案　役員退職慰労金贈呈の件
　

第８号議案　理事及び監事選任の件
　

第９号議案　理事報酬額承認を求める件
　

第１０号議案　監事報酬額承認を求める件



経理・経営内容

（単位：千円）貸借対照表

平成１７年度平成１６年度資　　　 産
１，４１２，０５６２，３４０，２５３現 金
３６，８９０，９６１３７，５７６，０９４預 け 金
������金 融 機 関 貸 付 等
������全信組連短期資金
������金融機関貸付金
������買 入 手 形
������コ ー ル ロ ー ン
������買 現 先 勘 定
������債券貸借取引支払保証金
������買 入 金 銭 債 権
������金 銭 の 信 託
������商 品 有 価 証 券
������商 品 国 債
������商 品 地 方 債
������商品政府保証債
������その他の商品有価証券
２９，６７８，９０７２３，２２９，６７２有 価 証 券
２０，０９７，５３８１６，１００，９１８国 債
２０１，１８０２０３，９１０地 方 債

������短 期 社 債
６，４１８，００４４，２７１，１２３社 債
３０２，９０５２５，６９５株 式
２，６５９，２８０２，６２８，０２６そ の 他 の 証 券
１３８，５７２，０４１１０７，９５３，３７９貸 出 金
１４８，０８８１３７，９４３割 引 手 形

３４，９８１，３３２２５，６７７，６９９手 形 貸 付
１０３，４２５，６０１８２，１１９，２７５証 書 貸 付

１７，０１８１８，４６０当 座 貸 越
������外 国 為 替
������外 国 他 店 預 け
������外 国 他 店 貸
������買 入 外 国 為 替
������取 立 外 国 為 替
５１４，６４３３７９，３３７そ の 他 資 産

������未 決 済 為 替 貸
１９０，８００１９０，８００全信組連出資金
７，５００７，５００商工中金出資金
２，４８８２，１７６前 払 費 用
１９３，８７６１２７，５５５未 収 収 益

������先物取引差入証拠金
������先物取引差金勘定
������保管有価証券等
������金 融 派 生 商 品
������繰延ヘッジ損失
１１９，９７８５１，３０５そ の 他 の 資 産

１，１５２，０１２１，０７４，１２１動 産 不 動 産
３３，６３８１７，７０９事 業 用 動 産

１，０６８，９４２１，０１４，４５５事 業 用 不 動 産
���４，０００建 設 仮 勘 定
������所有動産不動産

４９，４３１３７，９５６保 証 金 そ の 他
６１７，００７７６４，１９０繰 延 税 金 資 産

������再評価に係る繰延税金資産
３８，２６７２５２，５５７債 務 保 証 見 返

△１，２８６，４６５△１，７１９，０３５貸 倒 引 当 金
（△４９４，７７１）（△９０８，５２４）（うち個別貸倒引当金）

２０７，５８９，４３２１７１，８５０，５７１合 計

平成１７年度平成１６年度負債及び組合員勘定
１９４，１１１，３５９１６１，５５７，９６２預 金 積 金
２７８，８６７１３３，３５４当 座 預 金
６，５２５，８６６５，５００，８７３普 通 預 金
������貯 蓄 預 金
５８０，０１０５９１，４１９通 知 預 金

１８６，１２９，４４１１５３，９１７，４５２定 期 預 金
３７８，８６３４２０，５０８定 期 積 金
２１８，３１０９９４，３５３そ の 他 の 預 金

������譲 渡 性 預 金
������借 用 金
������借 入 金
������当 座 借 越
������再 割 引 手 形
������売 渡 手 形
������コ ー ル マ ネ ー
������売 現 先 勘 定
������債券貸借取引受入担保金
������コマーシャル・ペーパー
������外 国 為 替
������外 国 他 店 預 り
������外 国 他 店 借
������売 渡 外 国 為 替
������未 払 外 国 為 替
２，４９１，５８７２，０５２，０５１そ の 他 負 債
������未 決 済 為 替 借
１，３６２，９５１１，０６５，７７４未 払 費 用

６７８６８０給付補てん備金
６９４，９３１４２３，３０３未 払 法 人 税 等
２５９，８７４２４０，５６１前 受 収 益
１５，３５０２２１，６００払 戻 未 済 金
５５，６１８４５，８０５職 員 預 り 金

������先物取引受入証拠金
������先物取引差金勘定
������借 入 商 品 債 券
������借 入 有 価 証 券
������売 付 商 品 債 券
������売 付 債 券
������金 融 派 生 商 品
������繰延ヘッジ利益
１０２，１８２５４，３２６そ の 他 の 負 債
１５０，０００８０，０００賞 与 引 当 金
１０４，１７７７９，８９７退 職 給 付 引 当 金
６０，３１８５１，３１２役員退職慰労引当金

������特別法上の引当金
������金融先物取引責任準備金
������証券取引責任準備金
������繰 延 税 金 負 債
������再評価に係る繰延税金負債

３８，２６７２５２，５５７債 務 保 証
１９６，９５５，７０９１６４，０７３，７８１負 債 計
１０，６３３，７２２７，７７６，７９０組 合 員 勘 定
７，７０９，０５９６，６１８，１２９出 資 金
７，７０９，０５９６，６１８，１２９普 通 出 資 金
������優 先 出 資 金
������優先出資払込金
１２０，２１３１２０，２１３資 本 剰 余 金

������資 本 準 備 金
１２０，２１３１２０，２１３その他資本剰余金
２，８４５，５９９９５７，３２４利 益 剰 余 金
１０７，０００７２，０００利 益 準 備 金

������特 別 積 立 金
２，７３８，５９９８８５，３２４当期未処分剰余金
１，９６０，９０９３４１，０２１当 期 純 利 益
������土地再評価差額金
△４１，１５０８１，１２３株式等評価差額金

������自己優先出資払込金
������自 己 優 先 出 資
２０７，５８９，４３２１７１，８５０，５７１合 計

 ４



（注記事項）
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。尚、以下の
注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２．有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法、満期保有
目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子
会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法によ
る原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては期末日
の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法によ
り算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は
償却原価法により行っております。尚、その他有価証券の評価差額
については、全部資本直入法により処理しております。

３．動産不動産の減価償却は、定率法（但し、平成１０年４月１日以後に
取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法）を採用し
ております。尚、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　建　物　　　　３年～６５年
　　　　　動　産　　　　３年～２０年
４．自社使用のソフトウェアについては、当組合内における利用可能期
間５年に基づく定額法により償却しております。

５．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり
計上しております。

　　　破産・特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者
（以下「破綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある
債務者（以下「実質破綻先」という）の債権については、下記直接
減額後の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収見
込額を控除し、その残額を計上しております。又、現在は経営破綻
の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる
債務者に係る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち債務者の支
払い能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上
記以外の債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間
における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当て
ております。

　　　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協
力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果に
より上記の引当てを行っております。

　　　尚、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について
は、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められ
る額を控除した残額を取立不能見込み額として債権額から直接減額
しており、その金額は８０１百万円であります。

６．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計上しておりま
す。

７．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ
る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上して
おります。

　　　尚、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業
年金制度（総合型厚生年金基金）を採用しております。当該企業年
金制度における当組合の年金資産は２，４２１百万円となっております。

８．役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払いに備えるため、
内規に基づく期末要支給額を引当てております。なお、この引当金
は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第５条の３の５
に規定する引当金であります。

９．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
１０．貸出金のうち、破綻先債権額は３８８百万円、延滞債権額は８８６百万円

であります。
　　　尚、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継
続していること、その他の事由により元本又は利息の取立て又は弁
済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸
倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
う。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１
項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事
由が生じている貸出金であります。

　　　又、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払
いを猶予した貸出金以外の貸出金であります。

１１．貸出金のうち、３ケ月以上延滞債権額は１百万円であります。
　　　尚、３ケ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払
日の翌日から３ケ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞
債権に該当しないものであります。

１２．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６７６百万円であります。

　　　尚、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び３ケ月以上延滞債権に該当しないものであり
ます。

１３．破綻先債権額、延滞債権額、３ケ月以上延滞債権額及び貸出条件緩
和債権の合計額は１，９５２百万円であります。

　　　尚、１０．から１２．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で
あります。

１４．動産・不動産の減価償却累計額は８０百万円です。
１５．貸借対照表に計上した動産不動産のほか、営業上必要な機器類車両

等についてリース契約により使用しております。
１６．手形割引取引により取得した商業手形の額面金額は、１４８百万円であ

ります。
１７．担保に提供している資産は次のとおりであります。
　　　為替決済保証金　　　　　　　預け金　４，０００百万円
　　　全信組連保障基金機構　　　　預け金　　２４４百万円
１８．出資１口当たりの純資産額は２７５円２６銭であります。
１９．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

これらには「国債」、「地方債」、「社債」、「その他の証券」が含まれ
ております。以下２３．迄同様であります。

　　（イ）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
　　（ロ）満期保有目的の債券で時価のあるもの。

　　（ハ）　その他有価証券で時価のあるもの。

　　なお、上記の評価差額に繰延税金資産１８百万円を加えた額△４１百万
円が、「株式等評価差額金」に含まれております。

２０．当期中に売却した満期保有目的の有価証券はありません。
２１．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりです。

２２．時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、
次のとおりです。

２３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期
間毎の償還予定額は次のとおりです。

２４．固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準
の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１４年８月９日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第６号平成１５年１０月３１日）を当期から適用しておりますが、これ
による税引前当期純利益に与える影響はありません。

５

（単位：百万円）貸借対照表
うち損うち益評価差額計 上 額取得原価
０５８５７３０２２４４株 式

９６１８△　７７２６，６１６２６，６９４債 券

（０）（１）（１）（２０，０９７）（２０，０９６）　（国　債）

（０）（０）（０）（２０１）（２００）　（地方債）

（９６）（１６）（△　７９）（６，３１８）（６，３９７）　（社　債）

５４１４△　３９２，３５９２，３９８そ の 他

１５２９２△　５９２９，２７８２９，３３７合　計

貸借対照表計上額内　　　容
その他有価証券

　０百万円　　非上場株式（店頭売買株式を除く）
３００百万円　　その他の証券

（単位：百万円）

１０年超５年超
１０年以内

１年超
５年以内１年以内

４８３１，５７６３，６４７２１，００９債 券

（０）（１６）（７５）（２０，００５）　（国　債）

（０）（０）（１００）（１００）　（地方債）

（４８３）（１，５６０）（３，４７０）（９０３）　（社　債）

１８８１，０７６１，３９４０そ の 他

６７２２，６５２５，０４１２１，００９合 計

売却損売却益売却額

６百万円４百万円１９８百万円

（単位：百万円）貸借対照表
うち損うち益差　額時　価計 上 額
０００１００１００社　債

０００１００１００合　計



経理・経営内容

（単位：千円）損益計算書

平成１７年度平成１６年度科　　　 目
６，４８３，２８７５，２１０，８１３経 常 収 益
６，２１６，７７３５，０９７，４７３資 金 運 用 収 益
６，０１２，２１７４，９１１，１９３貸 出 金 利 息
５４，２０５４２，９８１預 け 金 利 息

������金融機関貸付等利息
������全信組連短期資金利息
������金融機関貸付金利息
������買入手形利息
������コールローン利息
������買 現 先 利 息
������債券貸借取引受入利息
１４２，４９３１３２，１５９有価証券利息配当金

������金利スワップ受入利息
７，８５７１１，１３８その他の受入利息
２５１，４８１９９，３３２役務取引等収益
８，５６３８，１５１受入為替手数料
２４２，９１７９１，１８０その他の役務収益
７，４３０６，８２１その他業務収益

������外国為替売買益
������商品有価証券売買益

４，３５３５２国債等債券売却益
９２，４１５国債等債券償還益

������金融派生商品収益
３，０６６４，３５３その他の業務収益
７，６０１７，１８６その他経常収益
３７７６，４０７株式等売却益

������金銭の信託運用益
７，２２４７７９その他の経常収益

３，９４３，０１４４，４６１，２７５経 常 費 用
１，６６９，１２６１，３２１，５００資 金 調 達 費 用
１，６６７，１８０１，３１９，４５０預 金 利 息

９３８１，１３６給付補てん備金繰入額
������譲渡性預金利息
������借 用 金 利 息
������コマーシャル・ペーパー利息
������金利スワップ支払利息

１，００８９１２その他の支払利息
４，２５０３，６６７役務取引等費用
１，２０３１，１２３支払為替手数料
３，０４６２，５４３その他の役務費用
６，２４１２９，８９０その他業務費用

������外国為替売買損
������商品有価証券売買損

６，０００２５，９４０国債等債券売却損
２２９３，７８２国債等債券償還損

������国債等債券償却
������金融派生商品費用

１２１６７その他の業務費用
１，４９３，７０６１，２３５，６９８経 費
１，００９，１６９８０８，８７０人 件 費
４５３，０４４３９４，４５４物 件 費
３１，４９２３２，３７３税 金
７６９，６８９１，８７０，５１８その他経常費用

���４１９，９６７貸倒引当金繰入額
３８１，７２６５９９，７７０貸 出 金 償 却

������株式等売却損
０１０，０００株 式 等 償 却

������金銭の信託運用損
８，２３１１６，８２６その他資産償却
３７９，７３１８２３，９５４その他の経常費用

２，５４０，２７２７４９，５３８経 常 利 益

平成１７年度平成１６年度科　　　　目
３３４，９３３２４，２１３特 別 利 益

������動産不動産処分益
９２，０８７２４，２１３償却債権取立益

������金融先物取引責任準備金取崩額
������証券取引責任準備金取崩額
２４２，８４６���その他の特別利益
１４，６６９２６１，９２４特 別 損 失
１４，６６９２５７，８５２動産不動産処分損

������減 損 損 失
������金融先物取引責任準備金繰入額
������証券取引責任準備金繰入額
���４，０７２その他の特別損失
２，８６０，５３６５１１，８２７税引前当期純利益
６９７，５０９４２５，２５１法人税・住民税及び事業税
２０２，１１８２５４，４４５法 人 税 等 調 整 額

１，９６０，９０９３４１，０２１当 期 純 利 益
７７７，６９０５４４，３０２前 期 繰 越 金

２，７３８，５９９８８５，３２４当期未処分剰余金

（注）
１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注
記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

２．出資１口当りの当期純利益は、５３円８２銭です。

 ６



７

経理・経営内容

（単位：千円）経費の内訳

（単位：千円）業務純益

平成１７年度平成１６年度項 目
１，００９，１６９８０８，８７０人 件 費
８１２，９１９６５７，５６２報酬給料手当
８１，６４８５８，６９３退職給付費用
１１４，６０１９２，６１４そ の 他
４５３，０４４３９４，４５４物 件 費
１５１，７８１１１８，７１８事 務 費
７７，４５８１０２，５８３動産不動産費
７２，１８５５７，２９５事 業 費
１１，５６９１０，４４０人 事 厚 生 費
２２，７４１１１，８０５動産不動産償却
１１７，３０８９３，６１２そ の 他
３１，４９２３２，３７３税 金

１，４９３，７０６１，２３５，６９８経 費 合 計

平成１７年度平成１６年度項 目
３，３０２，３６０２，１９９，１４２業 務 純 益

（単位：千円）自己資本の充実の状況

平成１７年度平成１６年度項 目
７，７０９，０５９６，６１８，１２９出 資 金
������非累積的永久優先出資金
������優 先 出 資 払 込 金
������資 本 準 備 金
１２０，２１３１２０，２１３そ の 他 資 本 剰 余 金
３０４，０００１０７，０００利 益 準 備 金
������特 別 積 立 金
２，４３６，３１６７７７，６９０次 期 繰 越 金
������そ の 他
４１，１５０���その他有価証券の評価差損
������自 己 優 先 出 資 払 込 金
������自 己 優 先 出 資
������営 業 権 相 当 額
１０，５２８，４３８７，６２３，０３２基 � 本 � 的 � 項 � 目 （Ａ）

������
土地の再評価額と再評価の直前の 
帳簿価額の差額の４５％に相当する額

７９１，６９３８１０，５１０一 般 貸 倒 引 当 金
������負 債 性 資 本 調 達 手 段 等
������負 債 性 資 本 調 達 手 段
������期限付劣後債務及び期限付優先出資

（注）金融庁・財務省告示に定められた算式に基づいて算出したものです。

平成１７年度平成１６年度項 目
���△５０，６００補 完 的 項 目 不 算 入 額
７９１，６９３７５９，９１０補 � 完 � 的 � 項 � 目 （Ｂ）

１１，３２０，１３２８，３８２，９４２自  己  資  本  総  額 （Ａ＋Ｂ）＝（Ｃ）

������
他 の 金 融 機 関 の 資 本 調 達 
手段の意図的な保有相当額

������
負 債 性 資 本 調 達 手 段 
及 び こ れ に 準 ず る も の

������
期限付劣後債務及び期限付優先出資
並 び に こ れ ら に 準 ず る も の

������控  除  項  目  不  算  入  額 （△）
������控 � 除 � 項 � 目 � 計 （Ｄ）
１１，３２０，１３２８，３８２，９４２自  己  資  本  額 （Ｃ）－（Ｄ）＝（Ｅ）

１５３，７３４，６８９１２１，３３３，１８９資 産（オ ン・バ ラ ンス）項 目
３８，２６７２５２，５５７オ フ・バ ラ ン ス 取 引 項 目

１５３，７７２，９５７１２１，５８５，７４６リ  ス  ク  ・  ア  セ  ッ  ト  等  計 （Ｆ）

６．８４％６．２６％T � i � e � r � １ � 比 � 率（Ａ／Ｆ）
７．３６％６．８９％自 �己 �資 �本 �比 �率（Ｅ／Ｆ）

（単位：千円）受取利息および支払利息の増減

平成１７年度平成１６年度項 目
１，１１９，３００９９２，０８７受 取 利 息 の 増 減
３４７，６２６２１７，１２２支 払 利 息 の 増 減

（単位：千円）役務取引の状況

平成１７年度平成１６年度科 目
２５１，４８１９９，３３２役 務 取 引 等 収 益
８，５６３８，１５１受入為替手数料

２４２，９１７９１，１８０その他の受入手数料
������その他の役務取引等収益

４，２５０３，６６７役 務 取 引 等 費 用
１，２０３１，１２３支払為替手数料
２，０６２１，３６３その他の支払手数料
９８４１，１８０その他の役務取引等費用

（単位：千円）粗利益

平成１７年度平成１６年度科 目
６，２１６，７７３５，０９７，４７３資 金 運 用 収 益
１，６６９，１２６１，３２１，５００資 金 調 達 費 用
４，５４７，６４６３，７７５，９７３資 金 運 用 収 支
２５１，４８１９９，３３２役 務 取 引 等 収 益
４，２５０３，６６７役 務 取 引 等 費 用
２４７，２３１９５，６６４役 務 取 引 等 収 支
７，４３０６，８２１そ の 他 業 務 収 益
６，２４１２９，８９０そ の 他 業 務 費 用
１，１８８△２３，０６９そ の 他 業 務 収 支

４，７９６，０６７３，８４８，５６８業 務 粗 利 益
２．５６％２．５７％業 務 粗 利 益 率

（注）　１．業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×１００

（単位：千円）剰余金処分計算書

平成１７年度平成１６年度科 目
２，７３８，５９９８８５，３２４当期未処分剰余金
������積 立 金 取 崩 額
３０２，２８３１０７，６３４剰 余 金 処 分 額
１９７，０００３５，０００利 益 準 備 金
８１，５８３５８，９７４普通出資に対する配当金

（年１．２％の割合）（年１．０％の割合）
������優先出資に対する配当金

（　円につき　円の割合）（　円につき　円の割合）
������事業の利用分量に対する配当金

（　円につき　円の割合）（　円につき　円の割合）
２３，７００１３，６６０役 員 賞 与 金

������特 別 積 立 金
������退職給与積立金
２，４３６，３１６７７７，６９０次 期 繰 越 金



 ８

経理・経営内容

平成１７年度平成１６年度平成１５年度平成１４年度平成１３年度区　 　 　 分
６，４８３，２８７５，２１０，８１３４，２２７，６８２３，６３２，６７９２，７３６，１１８経 常 収 益
２，５４０，２７２７４９，５３８４８３，０８８５４３，７６６１２１，０７２経 常 利 益
１，９６０，９０９３４１，０２１３４６，８９０３６０，９７８６４３当 期 純 利 益
１９４，１１１，３５９１６１，５５７，９６２１２８，０３５，５５０１０７，６９５，４０４８７，９２４，６６９預 金 積 金 残 高
１３８，５７２，０４１１０７，９５３，３７９８８，６３４，７２１７１，８００，７２６５７，５４４，７７０貸 出 金 残 高
２９，６７８，９０７２３，２２９，６７２１９，９８２，３３８１１，８８５，６９１５，２６２，０６３有 価 証 券 残 高
２０７，５８９，４３２１７１，８５０，５７１１３５，８５６，５４２１１４，１９１，７０８９２，２３２，６６８総 資 産 額
１０，６３３，７２２７，７７６，７９０６，０１３，４２７４，７１２，８８４２，７３０，５３３純 資 産 額

７．３６％６．８９％６．５５％６．２８％４．５０％自己資本比率（単体）
７，７０９，０５９６，６１８，１２９５，２００，０２５４，２１５，０００２，８８４，３４７出 資 総 額
３８，５４５，２９６口３３，０９０，６４７口２６，０００，１２９口２１，０７５，００３口１４，４２１，７３８口出 資 総 口 数
８１，５８３５８，９７４３５，４７４２７，７９１０出資に対する配当金
１００人９５人８５人７７人７４人職 員 数

（注）残高計数は期末日現在のものです。

（単位：千円）主要な経営指標の推移

（単位：％）総資金利鞘等

平成１７年度平成１６年度区 分
３．３２３．４１資  金  運  用  利  回 （ａ）
１．７８１．８１資  金  調  達  原  価  率 （ｂ）
１．５４１．６０資 � 金 � 利 � 鞘 （ａ－ｂ）

（単位：％）総資産利益率

平成１７年度平成１６年度区 分
１．３４０．４９総 資 産 経 常 利 益 率
１．０３０．２２総 資 産 当 期 純 利 益 率

（注）総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（債務保証見返を除く）�
平均残高×１００

（単位：百万円）有価証券、金銭の信託等の取得価格または契約価格、時価及び評価損益

評価損益時　　価取得価格または契約価格項 目
１１４２３，２３１２３，１１６１６年度末

有 価 証 券
△　５９２９，６７８２９，７３８１７年度末
─────────１６年度末

金銭の信託
─────────１７年度末
─────────１６年度末

デリバティブ等商品
─────────１７年度末

（注）１．「時価」は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会：平成
１１年１月２２日）に定める時価に基づいて表示しております。なお、時価のないものにつ
いては、帳簿価格で表示しております。

　　２．デリバティブ等商品とは、預金等と協同組合による金融事業に関する法律施行規則
第５条の７第１項第５号に掲げる取引（金融先物取引、金融等デリバティブ取引、先物外
国為替取引、有価証券デリバティブ取引等）を組合せた商品です。

（単位：百万円）先物取引の時価情報

該当事項なし

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

利回り利　　息平均残高年度科 目
％３．４１千円５，０９７，４７３百万円１４９，４６３１６年度資 金 運 用

３．３２６，２１６，７７３１８６，６９５１７年度勘 定
４．９２４，９１１，１９３９９，８１５１６年度う ち
４．８８６，０１２，２１７１２３，０７４１７年度貸 出 金
０．１０４２，９８１４０，２５７１６年度う ち
０．０９５４，２０５５４，６５５１７年度預 け 金
���������１６年度う ち
���������１７年度金融機関貸付等
１．４９１３２，１５９８，８４５１６年度う ち
１．６２１４２，４９３８，７６７１７年度有 価 証 券
０．９３１，３２１，５００１４１，２６９１６年度資 金 調 達
０．９４１，６６９，１２６１７６，９０２１７年度勘 定
０．９３１，３２０，５８７１４１，２２４１６年度う ち
０．９４１，６６８，１１８１７６，８５２１７年度預 金 積 金
���������１６年度う ち
���������１７年度譲 渡 性 預 金
���������１６年度う ち
���������１７年度借 用 金

（注）資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（１６年度５７百万円、１７年度９４百万円）を控除し
て表示しております。

該当事項なし

（単位：千円）オフバランス取引の状況

（単位：％）預貸率および預証率

平成１７年度平成１６年度区 分
７１．３８６６．８２（期　　末）

預 貸 率
６９．５９７０．６７（期中平均）
１５．２８１４．３７（期　　末）

預 証 率
４．９５６．２６（期中平均）



９

経理・経営内容

資 金 調 達

資 金 運 用

（単位：百万円）その他業務収益の内訳 （単位：百万円）１店舗当りの預金および貸出金残高

（単位：百万円、％）預金種目別平均残高 （単位：百万円、％）預金者別預金残高

（単位：百万円）財形貯蓄残高

（単位：百万円）職員１人当りの預金および貸出金残高

（単位：百万円、％）貸出金種類別平均残高

（単位：百万円、％）有価証券種類別平均残高

（単位：百万円、％）貸出金使途別残高

（単位：百万円、％）貸出金担保別残高

（単位：百万円、％）消費者ローン・住宅ローン残高

平成１７年度平成１６年度項 目
──────外 国 為 替 売 買 益
──────商品有価証券売買益

４０国債等債券売却益
０２国債等債券償還益

──────金融派生商品収益
３４その他の業務収益
７６その他業務収益合計

平成１７年度末平成１６年度末区 分
３２，３５１３２，３１１１ 店 舗 当 り の 預 金 残 高
２３，０９５２１，５９０１ 店 舗 当 り の 貸 出 金 残 高

平成１７年度末平成１６年度末区 分
１，９４１１，５９９職 員 １ 人 当 り の 預 金 残 高
１，３８５１，０６８職員１人当りの貸出金残高

平成１７年度末平成１６年度末
区 分

構成比金　　　額構成比金　　　額
９５．１１８４，５４０９４．８１５３，１４１個 人
４．９９，５７１５．２８，４１６法 人
４．９９，４４０５．１８，１８０一 般 法 人
０．１１２４０．１２３１金 融 機 関
０．０６０．０４公 金
１００．０１９４，１１１１００．０１６１，５５７合 計

平成１７年度平成１６年度
種 目

構成比金　　　額構成比金　　　額
３．７６，５２４４．８６，７４１流 動 性 預 金
９６．３１７０，３２７９５．２１３４，４８２定 期 性 預 金
０．００──────譲 渡 性 預 金

────────────そ の 他 の 預 金
１００．０１７６，８５２１００．０１４１，２２４合 計

平成１７年度平成１６年度
科 目

構成比金　　　額構成比金　　　額
０．１１３９０．１１１４割 引 手 形
２４．７３０，３８０２４．３２４，２８９手 形 貸 付
７５．２９２，５３９７５．６７５，３９５証 書 貸 付
０．０１４０．０１５当 座 貸 越
１００．０１２３，０７４１００．０９９，８１５合 計

平成１７年度末平成１６年度末
区 分

構成比金　　　額構成比金　　　額
０．６８１４１．２１，２６７当 組 合 預 金 積 金
０．０００．０２１有 価 証 券

────────────動 産
６０．６８３，９４２６８．１７３，５５０不 動 産
０．０００．０３６そ の 他
６１．２８４，７５７６９．４７４，８７６小 計
０．１９９０．１８５信用保証協会・信用保険
３７．６５２，２３３３０．３３２，６６９保 証
１．１１，４８２０．３３２２信 用
１００．０１３８，５７２１００．０１０７，９５３合 計

平成１７年度平成１６年度
区 分

構成比金　　　額構成比金　　　額
１２．１１，０５７２０．８１，８４３国 債
２．３２０１２．３２０１地 方 債

────────────短 期 社 債
５５．７４，８８６４３．５３，８４５社 債
１．１９４０．３２３株 式
２８．８２，５２７３３．１２，９３１そ の 他 の 証 券
１００．０８，７６７１００．０８，８４５合 計

（注）当組合は、商品有価証券を保有しておりません。

平成１７年度末平成１６年度末
区 分

構成比金　　　額構成比金　　　額
３４．０４７，０７１３７．７４０，６５６運 転 資 金
６６．０９１，５００６２．３６７，２９７設 備 資 金
１００．０１３８，５７２１００．０１０７，９５３合 計

平成１７年度末平成１６年度末
区 分

構成比金　　　額構成比金　　　額
６．７１７６．３１８消 費 者 ロ ー ン
９３．３２３６９３．７２６６住 宅 ロ ー ン
１００．０２５３１００．０２８４合 計

（単位：百万円）貸倒引当金の内訳

平成１７年度平成１６年度
項 目

増減額期末残高増減額期末残高
△　１８７９１４１３８１０一 般 貸 倒 引 当 金
△　４１４４９４６９０８個 別 貸 倒 引 当 金
△　４３２１，２８６４１９１，７１９貸 倒 引 当 金 合 計

（注）当組合は、特定海外債権を保有しておりませんので「特定海外債権引当勘定」に係る引
当は行っておりません。

該当事項なし



資 金 運 用

リスク管理態勢・法令遵守態勢

　経営の健全性及び公共的使命や社会的責任が求められる金融環境下に
あって、当組合として、リスク管理並びに法令遵守は経営の重要課題の一
つとして認識し、平成１１年３月に発足した役員・部長で構成する経営対策
委員会を発展的に解消し、新たにリスク管理委員会を設け、管理体制整備、
リスク管理向上等に取組んでおります。
【リスク管理態勢】
　経営方針・施策に信用リスク・流動性リスク・事務リスク等、各種リスク
管理を折り込み組織内で周知徹底を図っています。
　信用リスク管理については、審査部が業務推進部門と分離し、客観的か
つ厳正なる審査並びに事後管理を行いリスク回避に努めています。
　流動性リスク管理についてはリスク管理委員会においてＡＬＭの審議
や緊急時の対応策の協議を行いリスク回避に努めています。
　事務リスク管理については、監査部が事務手続の遵守状況に加え、内部
管理体制が適正に機能しているかを監査し、ミス、トラブル・事故防止に
努めています。また自己査定を主管し、相互牽制機能を活かせた査定体制
のもと厳正なる自己査定を実施しています。
【法令遵守態勢】
　当組合では社会的規範の遵守、すなわち「コンプライアンス」の徹底を
期すため、役職員としてあるべき行為、規範を平易に解説した「行動規
範」・「信用組合の社会的責任とコンプライアンス」を制定し、全職員に配
付するとともに各本支店で研修を実施いたしております。
　今後ともコンプライアンス体制の整備、研修の継続実施、監査部監査の
実施等法令遵守に関する事前・事後チェック機能の充実と強化に努めて
まいります。

（単位：百万円、％）貸出金業種別残高・構成比

平成１７年度末平成１６年度末
業 種 別

構成比金　　　額構成比金　　　額
０．９１，２４７０．２２０５製 造 業
０．２２９４０．２２４２農 業
����������林 業
����������漁 業
����������鉱 業
４．２５，８４９２．２２，３９６建 設 業
０．６８９６０．５５８４電気・ガス・熱供給・水道業
０．４５３７０．５５６２情 報 通 信 業
０．２２２１０．２２２２運 輸 業
２．３３，１４９２．０２，１６０卸 売 ・ 小 売 業
４．６６，３１９４．５４，８４２金 融 ・ 保 険 業
５７．５７９，６７０５９．８６４，５１４不 動 産 業
２８．０３８，７６８２８．３３０，５３４各 種 サ ー ビ ス
����������そ の 他 の 産 業
９８．８１３６，９５１９８．４１０６，２６６小 計
����������地 方 公 共 団 体
����������雇用・能力開発機構等
１．２１，６２０１．６１，６８７個人（住宅・消費・納税資金等）

１００．０１３８，５７２１００．０１０７，９５３合 計

（単位：百万円、％）金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

貸倒引当金引当率保全率保全額貸倒引当金担保・保証等債権額
区 分

（Ｃ）/（Ａ- Ｂ）（Ｄ）/（Ａ）（Ｄ）＝（Ｂ）＋（Ｃ）（Ｃ）（Ｂ）（Ａ）
１００．０１００．０１，８７６３８４１，４９２１，８７６平成１６年度破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権 １００．０１００．０８０３２５０５５２８０３平成１７年度
９３．０９６．５７００３３４３６６７２５平成１６年度

危 険 債 権
１００．０１００．０４８３２４４２３８４８３平成１７年度
２１．２６３．２１，０５１１６５８８６１，６６１平成１６年度

要管理債権
４８．６８４．７５７４９７４７６６７７平成１７年度
５８．１８５．１３，６２９８８３２，７４５４，２６３平成１６年度

不良債権計
８５．１９４．７１，８６０５９２１，２６７１，９６３平成１７年度

１０３，８５９平成１６年度
正 常 債 権

１３６，７９７平成１７年度
１０８，１２３平成１６年度

合 計
１３８，７６１平成１７年度

（注）　１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、
再生手続等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する
債権及びこれらに準ずる債権です。

　　　２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、
財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回
収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

　　　３．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」及び「貸出条件緩和債
権」に該当する貸出債権です。

　　　４．「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に問題がない
債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、
「要管理債権」以外の債権です。

　　　５．「担保・保証等（�）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分
可能見込額及び保証による回収が可能と認められる額の合計額
です。

　　　６．「貸倒引当金（�）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控
除した貸倒引当金です。

（単位：百万円、％）リスク管理債権及び同債権に対する保全額

保全率（％）貸倒引当金担保・保証額残 高
区 分

（Ｂ＋Ｃ）/Ａ（Ｃ）（Ｂ）（Ａ）
１００．０１５２７７９９３２平成１６年度

破 綻 先 債 権
１００．０１２１２６７３８８平成１７年度
９８．４５６５１，０６２１，６５３平成１６年度

延 滞 債 権
１００．０３７３５１３８８６平成１７年度
０．００００平成１６年度

３か月以上延滞債権
１００．００１１平成１７年度
６３．２１６５８８６１，６６１平成１６年度

貸出条件緩和債権
８４．６９７４７５６７６平成１７年度
８５．０８８３２，７２９４，２４７平成１６年度

合 計
９４．６５９２１，２５６１，９５２平成１７年度

（注）　１．「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継
続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は
弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出
金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」
という。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイ．会社更
生法等の規定による更生手続開始の申立てがあった債務者、ロ．
民事再生法の規定による再生手続開始の申立てがあった債務者、
ハ．破産法の規定による破産の申立てがあった債務者、ニ．商法
の規定による整理開始又は特別清算開始の申立てがあった債務
者、ホ．手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、等に対する
貸出金です。

　　　２．「延滞債権」とは、上記１．および債務者の経営再建又は支援（以下
「経営再建等」という。）を図ることを目的として利息の支払いを
猶予したもの以外の未収利息不計上貸出金です。

　　　３．「３か月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払いが約定支払日
の翌日から３か月以上延滞している貸出金（上記１．および２．を除
く）です。

　　　４．「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目
的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放
棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金（上記１．
～３．を除く）です。

　　　５．「担保・保証額（�）」は、自己査定に基づく担保の処分可能見込額
及び保証による回収が可能と認められる額です。

　　　６．「貸倒引当金（�）」は、リスク管理債権区分の各項目の貸出金に
対して引き当てた金額を記載しており、リスク管理債権以外の
貸出金等に対する貸倒引当金は含まれておりません。

（単位：百万円）貸出金償却額

平成１７年度平成１６年度項 目
３８１５９９貸 出 金 償 却 額
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そ の 他 業 務

（単位：百万円）代理貸付残高の内訳

平成１７年度末平成１６年度末区 分

２７２９全 国 信 用 協 同 組 合 連 合 会

───１７商 工 組 合 中 央 金 庫

１０１４中 小 企 業 金 融 公 庫

───０国 民 生 活 金 融 公 庫

──────住 宅 金 融 公 庫

──────年 金 資 金 運 用 基 金

──────独立行政法人 雇用・能力開発機構

──────独立行政法人 福祉医療機構

──────そ の 他

３８６２合 計

平成１７年度末公庫・事業団等別貸出残高構成比

■中小企業金融公庫
　27.6％

■全国信用協同組合
　連合会 72.4％

証 券 業 務

（単位：百万円）公共債引受額

平成１７年度平成１６年度項 目
���４１国 債

（注）地方債、政府保証債は取扱っておりません。

国 際 業 務

（単位：千ドル）外国為替取扱高

該当事項なし

（単位：百万円）公共債窓販実績

該当事項なし

（単位：千ドル）外貨建資産残高

該当事項なし
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Ａ．預金業務
� �　預　金
�　　当座預金、普通預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預

金、等を取扱っております。
� �　譲渡性預金
� 　　取扱っておりません。
Ｂ．貸出業務
� �　貸　付
�　　手形貸付、証書貸付及び当座貸越を取扱っております。
� �　手形の割引
�　　銀行引受手形、商業手形及び荷付為替手形の割引を取扱っ

ております。
Ｃ．商品有価証券売買業務
� 取扱っておりません。
Ｄ．有価証券投資業務
� 預金の支払準備及び資金運用のため国債、地方債、社債、株式、
その他の証券に投資しております。

Ｅ．内国為替業務
� 振込及び代金取立等を取扱っております。
Ｆ．外国為替業務
� 取扱っておりません。
Ｇ．社債受託及び登録業務
� 取扱っておりません。
Ｈ．金融先物取引等の受託等業務
� 取扱っておりません。
Ｉ．附帯業務
� �　債務の保証業務
� �　有価証券の貸付業務
� �　代理業務
�　　�　全国信用協同組合連合会、国民生活金融公庫、中小企業

金融公庫、商工組合中央金庫等の代理貸付業務
� 　　�　勤労者退職金共済機構等の代理店業務
� �　地方公共団体の公金取扱業務
� �　株式払込金の受入代理業務
� �　保護預り及び保護函業務

主要な事業の内容

（単位：百万円）内国為替取扱実績（平成１８年３月３１日現在）手数料一覧

平成１７年度末平成１６年度末
区　　　　　分

金　額件 数金　額件 数
１０６，９２５７，２６６８０，６３６６，５６１他の金融機関向け

送金・振込
８５，９１９２２，６９６７９，０７４１９，８９９他の金融機関から
８６４３７１１，０５６５２３他の金融機関向け

代金取立
２８２３５２３９１４４１他の金融機関から

（表示金額には５％の消費税が含まれています。）

一　　般組　合　員為替手数料　　　種　類

２１０円２１０円３万円未満
自店宛

当組合
本支店

振　
　
　

込

４２０円４２０円３万円以上

２１０円２１０円３万円未満
他店宛

４２０円４２０円３万円以上

６３０円６３０円３万円未満
電信扱

他行宛
８４０円８４０円３万円以上

６３０円６３０円３万円未満
文書扱

８４０円８４０円３万円以上

０円０円自店宛当組合
本支店代

金
取
立

０円０円他店宛

４２０円４２０円同地（大阪手形交換所地域）

他行宛 １，０５０円１，０５０円至急扱
隔 地

８４０円８４０円普通扱

８４０円８４０円振込の組戻料
そ
の
他

１，０５０円１，０５０円取立手形の組戻料
１，０５０円１，０５０円不渡手形の返却料
１，０５０円１，０５０円取立手形の店頭呈示料
料　　金種　　　　　　類

６３０円小切手帳　　　　　　　１冊（５０枚）当
座
預
金

１，０５０円約束手形帳　　　　　　１冊（５０枚）

６，３００円マル専口座取扱手数料（割賦販売通知書１枚につき）

１，０５０円マル専手形　　　　　　（１枚につき）

５２５円自己宛小切手　　　　　　　（発行１枚につき）

１，０５０円通帳証書等再発行

４２０円残高証明書　　１通

証明書発行手数料 ４２０円融資証明書　　１通

４２０円その他証明書　１通

６，３００円保護函手数料（年間手数料）

１枚当たり
　

１円＋消費税

両替手数料
　　※窓口および渉外扱いでの紙幣･硬貨の両替
　　※ご持参金種又はご希望金種のいずれか多い方の合計枚数
　　※口座へご入金後、当日直ちにお払戻しになる場合も対象

【無料のお取扱】　次のお取扱につきましては無料とさせて頂きます。
　　　　　　　　・汚損した紙幣・硬貨の同一金種への両替
　　　　　　　　・記念硬貨への両替

 １２

料　　金不動産担保事務手数料　　　種　類

５２，５００円担保物件が１箇所のとき不動産担保事務手数料
（融資一案件につき） ２１，０００円担保物件の追加１箇所ごとに

１０，５００円不動産抹消事務手数料（不動産業者の販売用不動産の抹消時、一物件ごとに）



そ の 他 業 務

�　情報提供活動
　　　当組合の財務内容や取扱商品内容等をインターネットのホーム
ページに掲載しています。

�　講演会の開催
　　　大阪府信用組合協会主催で平成１７年１０月２６日に大阪市中央公会堂
に財部誠一氏を講師に招いて実施しました。府下信用組合のお取引
先から約１，０００名余りの出席があり、当組合からも１２３名のお客様が
ご出席されました。

�　社会的貢献活動
　　　大阪府信用組合協会主催の献血運動が平成１７年９月２日に大阪府信
用組合会館で行われ、府下信用組合職員１０９名が献血に参加しました。
当組合からも６名が参加しました。

地 域 貢 献 に 関 す る 事 項

１３

地域・業域・職域サービスの充実

融資を通じた地域貢献

　スキマ金融とクイックレスポンス体制の確立により中小零細企業に対
し、１４年度２４％増、１５年度２３％増、１６年度２１％増、１７年度２８％増と積極的に
事業融資でお応えしております。

取引先への支援状況等

　当組合では平成１５年９月「経営改善支援チーム」を発足させ、継続的にお
取引先の経営改善支援に取組んできております。平成１７年９月に要注意先
等のお客様８社を選定し正常先等へのランクアップに取組んでおります。

法定監査の状況

　当信用組合は、協同組合による金融事業に関する法律第５条の５に規定
する「特定信用組合」に該当しておりますので、「貸借対照表」「損益計算
書」「剰余金処分計算書」「附属明細書」等につきましては、会計監査人であ
る「監査法人トラスト」の監査を受けております。

財務諸表の適正性及び内部監査の有効性

　私は当組合の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５５期の事
業年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書の適正性、
及び同書類作成に係る内部監査の有効性を確認いたしました。

　　　　　　　　　　　平成１８年６月２１日

　　　　　　　　　　　　大阪協栄信用組合
 

　理事長



�������������� 店舗一覧表（事務所の名称・所在地）

電話番号住　　　　　　　　　　所店 名

０６  �  ６３５１  �  ７５３１大阪市北区天神橋３丁目８番１２号〒５３０  �  ００４１本 部

０６  �  ６６４４  �  ６３２１大阪市中央区日本橋２丁目９番１６号〒５４２  �  ００７３本 店 営 業 部

０６  �  ６３５１  �  ８１７１大阪市北区天神橋３丁目８番１２号〒５３０  �  ００４１扇 橋 支 店

０６  �  ６６７４  �  ３６８１大阪市住之江区浜口西３丁目１１番４号〒５５９  �  ０００６住 吉 支 店

０６  �  ６６５７  �  １１８１大阪市西成区岸里３丁目４番１２号〒５５７  �  ００４１西 成 支 店

０６  �  ６９３５  �  ５５４４大阪市城東区古市１丁目７番１３号〒５３６  �  ０００１城 東 支 店

０６  �  ６１０１  �  １５１５大阪市淀川区西中島５丁目１４番２２号〒５３２  �  ００１１新 大 阪 支 店

０６  �  ６８５０  �  ２８４５豊中市本町１丁目９番３５号（平成１８年７月４日開店）〒５６０  �  ００２１豊 中 支 店
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本店営業部
※現在は仮店舗で営業しています

本部・扇橋支店 住吉支店

西成支店 城東支店 新大阪支店

豊中支店
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町
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市
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岸
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岸
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林
市
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市

大
阪
狭
山
市

貝
塚
市

貝
塚
市

熊
取
町

熊
取
町

泉
佐
野
市

泉
佐
野
市

泉
南
市

泉
南
市

吹
田
市

吹
田
市

守
口
市

守
口
市

交
野
市

交
野
市

茨
木
市

茨
木
市

島
本
町

島
本
町高槻市高槻市

摂津市摂津市

大阪市大阪市 東大阪市東大阪市

八尾市八尾市

羽曳野市羽曳野市

河内長野市河内長野市

千早赤阪村千早赤阪村

藤井寺市藤井寺市松原市松原市

堺市堺市高石市高石市
泉大津市泉大津市
忠岡町忠岡町

和泉市和泉市
田尻町田尻町

阪南市阪南市

岬町岬町

柏原市柏原市

太子町太子町

河南町河南町

箕面市箕面市
枚方市枚方市

寝屋川市寝屋川市

四條畷市四條畷市

大東市大東市
門真市門真市

営業地区一覧

営業地区

１５

（平成１８年３月３１日現在）地区一覧

和 泉 市池 田 市大 阪 市

柏 原 市茨 木 市泉大津市

岸和田市交 野 市門 真 市

吹 田 市四條畷市堺 市

高 石 市大 東 市摂 津 市

寝屋川市豊 中 市高 槻 市

枚 方 市東大阪市羽曳野市

箕 面 市松 原 市藤井寺市

三 島 郡八 尾 市守 口 市

泉 北 郡豊 能 郡

西淀川区

東淀川区

淀川区 旭区

北区

此花区

福島区

都
島
区 城
東
区

鶴見区

東成区
中央区

西成区

天
王  
寺    
区      
生野区

西区

港区

大正区

浪速区

阿倍野区
東
住
吉
区

平野区住吉区
住之江区

豊中市

池田市

吹田市

箕面市

店舗のご案内
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索　引　各開示項目は、下記のページに記載しております。なお、＊印は、「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」で規定されております法定開示項目です。
　（１） 破 綻 先 債 権２７． 役 務 取 引 の 状 況 ………… ７■ごあいさつ  ………… ２

 　（２） 延 滞 債 権２８． そ の 他 業 務 収 益 の 内 訳 ………… ９【概況・組織】

 　（３） ３ か 月 以 上 延 滞 債 権２９． 経 費 の 内 訳 ………… ７１． 経 営 理 念 ………… ２

 　（４） 貸 出 条 件 緩 和 債 権３０． 総 資 産 経 常 利 益 率 ＊ ………… ８２． 事 業 方 針 ………… ２

５３． 金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額＊ …… １０３１． 総 資 産 当 期 純 利 益 率 ＊ ………… ８３． 事 業 の 組 織 ＊ ………… ２

５４． 自己資本充実状況（自己資本比率明細）＊ ……… ７【預金に関する指標】４． 役員一覧（理事および監事の氏名・役職名）＊ …… ２

５５． 有価証券、金銭の信託等の評価＊ ……… ８３２． 預 金 種 目 別 平 均 残 高 ＊ ………… ９５． 店舗一覧（事務所の名称・所在地）＊ ……… １４

５６． 外 貨 建 資 産 残 高 ………… １１３３． 預 金 者 別 預 金 残 高 ………… ９６． 地 区 一 覧 ………… １５

５７． オフバランス取引の状況 … 該当事項なし３４． 財 形 貯 蓄 残 高 … 該当事項なし７． 組 合 員 数 ………… ２

５８． 先 物 取 引 の 時 価 情 報 … 該当事項なし３５． 職 員 １ 人 当 り 預 金 残 高 ………… ９【主要事業内容】

５９． オプション取引の時価情報 … 取扱いなし３６． １ 店 舗 当 り 預 金 残 高 ………… ９８． 主 要 な 事 業 の 内 容 ＊  ………… １２

６０． 貸倒引当金（期末残高・期中増減額）＊ … ９【貸出金等に関する指標】【業務に関する事項】

６１． 貸 出 金 償 却 の 額 ＊ ………… １０３７． 貸出金種類別平均残高＊ ………… ９９． 事 業 の 概 況 ＊ ………… ３

６２． 会計監査人による監査＊ ………… １３３８． 貸出金担保の種類別残高＊ ………… ９１０． 経 常 収 益 ＊ ………… ８

６３．財務諸表の適正性及び内部監査の有効性について …… １３３９． 貸 出 金 使 途 別 残 高 ＊ ………… ９１１． 業 務 純 益 ………… ７

【その他の業務】４０． 貸出金業種別残高・構成比＊ ………… １０１２． 経 常 利 益 ＊ ………… ８

６４． 内 国 為 替 取 扱 実 績 ………… １２４１． 預貸率（期末・期中平均）＊ ………… ８１３． 当 期 純 利 益 ＊ ………… ８

６５． 外 国 為 替 取 扱 実 績 … 該当事項なし４２． 消費者ローン・住宅ローン残高 ………… ９１４． 出 資 総 額 、出 資 総 口 数 ＊ ………… ８

６６． 公 共 債 窓 販 実 績 … 該当事項なし４３． 代 理 貸 付 残 高 の 内 訳 ………… １１１５． 純 資 産 額 ＊ ………… ８

６７． 公 共 債 引 受 額 ………… １１４４． 職員１人当り貸出金残高 ………… ９１６． 総 資 産 額 ＊ ………… ８

６８． 手 数 料 一 覧 ………… １２４５． １ 店 舗 当 り 貸 出 金 残 高 ………… ９１７． 預 金 積 金 残 高 ＊ ………… ８

【その他】【有価証券に関する指標】１８． 貸 出 金 残 高 ＊ ………… ８

６９． 沿 革 ・ 歩 み ………… ２４６． 商品有価証券の種類別平均残高＊ …… 取扱いなし１９． 有 価 証 券 残 高 ＊ ………… ８

７０． 総 代 会 に つ い て ………… ３４７． 有価証券の種類別平均残高＊ ………… ９２０． 単 体 自 己 資 本 比 率 ＊ ………… ８

【地域貢献に関する事項】４８． 預証率（期末・期中平均）＊ ………… ８２１． 出 資 配 当 金 ＊ ………… ８

７１． 融 資 を 通 じ た 地 域 貢 献 ………… １３【経営管理態勢に関する事項】２２． 職 員 数 ＊ ………… ８

７２． 取 引 先 へ の 支 援 状 況 等 ………… １３４９． リ ス ク 管 理 の 態 勢 ＊ ………… １０【主要業務に関する指標】

７３． 地 域 サ ー ビ ス の 充 実 ………… １３５０． 法 令 遵 守 の 態 勢 ＊ ………… １０２３． 業務粗利益および業務粗利益率＊ …… ７

 　　（１） 情 報 提 供 活 動【財産の状況】２４． 資金運用収支、役務取引等収支およびその他業務収支＊ … ７

 　　（２） 講 演 会 の 開 催５１． 貸借対照表、損益計算書、剰余金処分計算書＊ …… ４．５．６．７２５． 資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り、資金利鞘＊ … ８

 　　（３） 社 会 的 貢 献 活 動５２． リスク管理債権及び同債権に対する保全額＊ …… １０２６． 受取利息、支払利息の増減＊ ………… ７

〒５３０－００４１　大阪市北区天神橋３丁目８番１２号
TEL：０６－６３５１－７５３１　FAX：０６－６３５１－７５３５
ＵＲＬ　http://www.osaka-kyoei.co.jp

大阪協栄信用組合




